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議案第１７号 

 

令和４年度小浜市水道事業会計予算 
 

 （総則）  

第１条 令和４年度小浜市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給 水 件 数 １３，３０３件   

３，２５０，０００㎥   

８，９４１㎥   

（２） 年 間 総 有 収 水 量 

（３） 一日平均有収水量 

（４） 主要な建設改良事業 第３期拡張工事費および改良工事費 

１００，０４５千円 

 

 （収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収  入 
 

第１款  事 業 収 益 ６１５，１１１千円 

 第１項  営 業 収 益 ４８５，７６５千円 

 第２項  営業外収益 １２９，３４６千円 

 

  支  出  

５９２，５１０千円 

５４１，６２８千円 

４９，６８２千円 

２００千円 

１，０００千円 

第１款  事 業 費 

 第１項  営 業 費 用 

 第２項  営業外費用 

 第３項  特 別 損 失 

 第４項  予 備 費 

 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が 

 資本的支出額に対し不足する額２１９，３０９千円は、当年度分消費税および地方消費税

資本的収支調整額１０，７７９千円および当年度分損益勘定留保資金２０８，５３０千円

で補てんするものとする。）。 

  収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ８９，４３９千円 

５８，５００千円 

５，１９８千円 

２５，７４１千円 

 第１項  企 業 債 

 第３項  工事負担金 

 第４項  他会計負担金 
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  支  出  

第１款 資 本 的 支 出 ３０８，７４８千円 

 第１項  建設改良費 １４７，３９４千円 

 第２項  企業債償還金 １６１，３５４千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 
 
 
 
 
第３期拡張事業 

   千円 
 
 
 
 
５８，５００ 

証書借入 
または 
証券発行 

年4.0%以内 
 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他資
金について、利率
の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の
利率) 

政 府 資 金 お よ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 
ただし、企業財

政の都合により据
置期間および償還
期限を短縮し、ま
たは繰上償還もし
くは低利に借換え
することができ
る。 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費   ４６，２９０千円 

 

 （他会計からの補助金等） 

第９条 水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費に充てるため、 

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２６，２６２千円である。 
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 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１，１６３千円と定める。 

 

 

令和４年２月２１日 提出 

 

 

 小 浜 市 長  松  崎  晃  治 

- 3 - 水道事業会計



　



議案第１８号 

 

令和４年度小浜市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和４年度小浜市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処 理 開 始 面 積 ７２２．２ha 

（２） 年 間 総 処 理 水 量 ２，８６７，０３６㎥ 

（３） 一 日 平 均 処 理 水量 ７，８５５㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 ４２０，０００千円 

 （ア）管渠建設改良費 ７５，０００千円 

 （イ）処理場建設改良費 ３４５，０００千円 

 

 （収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用 

 中支払利息および企業債取扱諸費１６４，７１９千円の財源にあてるため、企業債 

４５，０００千円を借り入れる。 

  収  入 
 

第１款  事 業 収 益 １，２１０，２４７千円 

 第１項  営 業 収 益 ５５６，６３７千円 

 第２項  営業外収益 ６５３，６１０千円 

 

  支  出  

第１款  事 業 費 １，１８０，６２５千円 

 第１項  営 業 費 用 ９８９，７１８千円 

 第２項  営業外費用 １８９，８０７千円 

 第３項  特 別 損 失 １００千円 

 第４項  予 備 費 １，０００千円 

 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額４８６，５９２千円は、当年度分消費税および地方消費税資本的収

支調整額１８，２９０千円、当年度分損益勘定留保資金３９４，９０７千円および過年度

分損益勘定留保資金７３，３９５千円で補てんするものとする。）。 

  収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ８８６，５６０千円 

 第１項  企 業 債 ４６１，５００千円 

 第２項  出  資  金 ２０３，２９２千円 

 第５項  補 助 金 ２１０，７５０千円 

 第７項  受益者負担金および分担金 ９，４１８千円 

 第８項  貸付金収入 １，６００千円 
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  支  出  

第１款 資 本 的 支 出 １，３７３，１５２千円 

 第１項  建設改良費 ４３８，０８６千円 

 第２項  企業債償還金 ９３３，４６６千円 

 第４項  貸 付 金 １，６００千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと

定める。 

事項 期間 限度額 

小 浜 浄 化 セ ン タ ー 
重力濃縮槽(機械・電気)改修 

令和５年度 ２９８，０００千円 

  

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業 
（建設改良債等） 

千円 
 
 
 
 

５０６，５００ 
 

証書借入 
または 
証券発行 

年4.0%以内 
 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他の
資金について、利
率の見直しを行
った後において
は、当該見直し後
の利率) 

政府資金およ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 

ただし、企業財
政の都合により
据置期間および
償還期限を短縮
し、または繰上償
還もしくは低利
に借換えするこ
とができる。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費  ４６，７０８千円 

 

 （他会計からの補助金等） 
第１０条 下水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費等に

あてるため、一般会計からこの会計へ補助等を受ける金額は６４０，２８７千円で

ある。 

 
  

令和４年２月２１日 提出 

 

 

 小 浜 市 長  松  崎  晃  治 
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 615,111

1. 営業収益 485,765

1. 給水収益 461,196 水道料金・簡水料金収入

2. 加入金 7,383 水道加入金収入

3. 受託工事収益 850 受託給配水修繕収益

4. 他会計負担金 14,901 消防組合等負担金

5. その他営業収益 1,435 諸手数料

2. 営業外収益 129,346

1. 受取利息および配当金 225 預金利息

2. 他会計補助金 4,418
簡水債（利子分）償還一般会計補
助金他

5. 長期前受金戻入 122,448
償却資産取得財源の減価償却見合
分の収益化

7. 雑収益 1,155 原子力立地給付金等

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 592,510

1. 営業費用 541,628

1. 原水および浄水費 108,214 水源施設維持管理費用

2. 配水および給水費 60,049 配水および給水施設維持管理費用

3. 受託工事費 850 受託給配水修繕費用

4. 総係費 55,032 業務活動に要する費用

5. 減価償却費 313,783 固定資産の減価償却費

6. 資産減耗費 3,700 固定資産の除却費

2. 営業外費用 49,682

1. 支払利息および企業債取扱諸費 25,022 企業債借入金利息等

2. 雑支出 660 水道料金等過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 24,000

3. 特別損失 200

4. 過年度損益修正損 200

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

収益的収入および支出

令和４年度　小浜市水道事業会計予算実施計画
（水道事業・簡易水道事業）
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 89,439

1. 企業債 58,500

1. 企業債 58,500 第３期拡張事業および改良事業債

3. 工事負担金 5,198

1. 工事負担金 5,198 配水管布設替工事補償金

4. 他会計負担金 25,741

1. 他会計負担金 25,741
消防組合負担金、
簡水債元金償還一般会計負担金

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 308,748

1. 建設改良費 147,394

1. 水源および配水設備拡張費 319 第３期拡張事業費

2. 水源および配水設備改良費 144,568 配水設備改良事業費

3. 営業設備費 739 備品購入費等

4. リース債務支払額 1,768 リース料支払

2. 企業債償還金 161,354

1. 企業債償還金 161,354 企業債借入金元金

資本的収入および支出
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

1. 事業収益 615,111 525,757 89,354

1. 営業収益 485,765 430,681 55,084

1. 給水収益 461,196 406,896 54,300

2. 加入金 7,383 7,383 0

3. 受託工事収益 850 600 250

4. 他会計負担金 14,901 14,391 510

5. その他営業収益 1,435 1,411 24

2. 営業外収益 129,346 95,076 34,270

1. 受取利息および配当金 225 225 0

2. 他会計補助金 4,418 2,604 1,814

5. 長期前受金戻入 122,448 90,482 31,966

7. 雑収益 1,155 765 390

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 1,000 100

支　　　出
（単位　千円）

1. 事業費 592,510 456,502 136,008

1. 営業費用 541,628 411,180 130,448

1. 原水および浄水費 108,214 73,693 34,521

2. 配水および給水費 60,049 45,412 14,637

3. 受託工事費 850 600 250

4. 総係費 55,032 50,996 4,036

5. 減価償却費 313,783 237,379 76,404

6. 資産減耗費 3,700 3,100 600

2. 営業外費用 49,682 44,222 5,460

1. 支払利息および企業債取扱諸費 25,022 21,622 3,400

2. 雑支出 660 600 60

3. 消費税および地方消費税 24,000 22,000 2,000

3. 特別損失 200 100 100

4. 過年度損益修正損 200 100 100

4. 予備費 1,000 1,000 0

1. 予備費 1,000 1,000 0

令和４年度　小浜市水道事業会計予算実施計画　事業別内訳

収益的収入および支出

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

款 項 目 予定額(合計) 簡易水道事業水道事業
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的収入 89,439 72,793 16,646

1. 企業債 58,500 58,500 0

1. 企業債 58,500 58,500 0

3. 工事負担金 5,198 1,393 3,805

1. 工事負担金 5,198 1,393 3,805

4. 他会計負担金 25,741 12,900 12,841

1. 他会計負担金 25,741 12,900 12,841

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的支出 308,748 274,632 34,116

1. 建設改良費 147,394 138,744 8,650

1. 水源および配水設備拡張費 319 319 0

2. 水源および配水設備改良費 144,568 135,971 8,597

3. 営業設備費 739 739 0

4. リース債務支払額 1,768 1,715 53

2. 企業債償還金 161,354 135,888 25,466

1. 企業債償還金 161,354 135,888 25,466

資本的収入および支出

- 10 -水道事業会計



（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 38,884

減価償却費 313,783

資産減耗費 3,700

長期前受金戻入額 △ 122,448

受取利息および受取配当金 △ 315

支払利息および企業債取扱諸費 23,930

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 513

未収金の増減額（△は増加） 400

　　小計 257,171

利息および配当金の受取額 315

利息の支払額 △ 23,930

業務活動によるキャッシュ・フロー 233,556

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 131,425

消防負担金等による収入 3,900

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 27,039

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 100,486

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 58,500

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 161,354

リース債務の返済による支出 △ 1,768

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 104,622

Ⅳ　資金増加(減少)額 28,448

Ⅴ　資金期首残高 875,845

Ⅵ　資金期末残高 904,293

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和4年度　小浜市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

       （令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（水道事業・簡易水道事業）
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（単位：千円）

１.営業収益

（1）給水収益 431,100

（2）加入金 7,450

（3）他会計負担金 13,547

（4）その他営業収益 1,300 453,397

２．営業費用

（1）原水及び浄水費 72,584

（2）配水及び給水費 40,386

（3）総係費 51,246

（4）減価償却費 319,528

（5）資産減耗費 3,700 487,444

営業損失 34,047

３．営業外収益

（1）受取利息及び配当金 315

（2）他会計補助金 5,849

（3）長期前受金戻入 121,194

（4）雑収益 1,179

（5）貸倒引当金 279 128,816

４．営業外費用

（1）支払利息及び企業債取扱諸費 25,200

（2）雑支出 310 25,510 103,306

経常利益 69,259

当年度純利益 69,259

前年度繰越剰余金 484,803

当年度未処分利益剰余金 554,062

令和３年度　小浜市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

(水道事業・簡易水道事業）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 122,728 123,377

ハ．構築物 9,478,324

減価償却累計額 △ 4,409,396 5,068,928

ニ．機械および装置 1,019,680

減価償却累計額 △ 737,531 282,149

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 8,776 6,398

へ．工具器具および備品 23,752

減価償却累計額 △ 15,858 7,894

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 10,142 8,667

チ．建設仮勘定 19,925

有形固定資産合計 5,607,238

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 7,474

ロ．リース資産 1

ハ．ダム使用権 2,399,224

無形固定資産合計 2,406,699

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 15,579

貸倒引当金 △ 14,024

投資その他の資産合計 1,555

　固定資産合計 8,015,492

２．流動資産

（1）現金預金 875,845

（2）未収金 44,281

貸倒引当金 0 44,281

（3）貯蔵品 2,284

（4）その他流動資産 50

　流動資産合計 922,460

　資産合計 8,937,952

令和３年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和４年３月３１日）

資産の部

（水道事業・簡易水道事業）
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３．固定負債
（1）企業債

1,281,640

（2）リース債務 686
固定負債合計 1,282,326

４．流動負債
（1）企業債

161,354

（2）リース債務 1,768
（3）未払金 30,871
（4）未払費用 1,100
（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,426 4,426
（6）その他流動負債 600

流動負債合計 200,119

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 826,746
収益化累計額 △ 385,764 440,982

ロ．工事負担金 148,775
収益化累計額 △ 108,735 40,040

ハ．補助金 2,879,439
収益化累計額 △ 306,802 2,572,637

ニ．その他資本剰余金 1,578,716
収益化累計額 △ 971,948 606,768

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 6,500
繰延収益合計 3,666,927

負債合計 5,149,372

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 554,062
利益剰余金合計 590,934
剰余金合計 712,548
資本合計 3,788,580

　負債資本合計 8,937,952

資本の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

  ・たな卸資産の評価基準および評価方法 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

  ・主な資産 

貯蔵量水器 

    貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物     ３０年～４５年  

構築物     ２５年～４０年 

機械および装置     ８年～２０年 

車両運搬具       ４年～  ６年 

工具・器具および備品  ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権   ３０年  

ダム使用権   ５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は６３，７７０千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務 

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

前年度（自：令和３年４月１日  至：令和４年３月３１日） 

  （単位：千円） 

 水道事業 簡易水道事業 合計 

営業収益 ４００，４７２ ５２，９２５ 

１１８，７５２ 

△６５，８２７ 

△３３，６５９ 

４５３，３９７ 

営業費用 ３６８，６９２ ４８７，４４４ 

営業損益 ３１，７８０ △３４，０４７ 

経常損益 １０２，９１８ ６９，２５９ 

セグメント資産 ７，４０３，６８７  １，５３４，１６５  ８，９３７，９５２ 

セグメント負債 ４，３５１，０５６ ７９８，３１６  ５，１４９，３７２ 

その他項目 

  他会計繰入金 

 

９，２２４ 

 

１２，３２１ 

７９，７６４ 

 

△６９，７５４ 

 

２１，５４５ 

  減価償却費 ２３９，７６４ ３１９，５２８ 

  有形固定資産およ 

  び無形固定資産の 

増加額 

 

△１８０，０３３ 

 

△２４９，７８７ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内  １，７６８千円 

     １年超    ６８６千円  

      計   ２，４５４千円  

  

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 

令和３年度において、令和３年度６月期末手当及び勤勉手当として４，３６９千円を 

支給するため、令和３年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費７０２千 

円、賞与等引当金３，６６７千円を取り崩した。 

 

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

   令和３年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円収納があっ 

た為、破産更生債権額を減額した。 

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があった為、貸倒引当金を２ 

５０千円取り崩した。 
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 127,997 118,108

ハ．構築物 9,610,683

減価償却累計額 △ 4,644,677 4,966,006

ニ．機械および装置 1,019,680

減価償却累計額 △ 764,710 254,970

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 11,105 4,069

へ．工具、器具および備品 23,752

減価償却累計額 △ 16,802 6,950

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 10,151 8,658

チ．建設仮勘定 19,925

有形固定資産合計 5,468,586

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 7,474

ロ．リース資産 1

ハ．ダム利用権 2,357,002

無形固定資産合計 2,364,477

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 15,329

貸倒引当金 △ 13,774

投資その他の資産合計 1,555

　固定資産合計 7,834,618

２．流動資産

（1）現金預金 904,293

（2）未収金 44,131

貸倒引当金 0 44,131

（3）貯蔵品 2,284

（4）その他流動資産 50

　流動資産合計 950,758

　資産合計 8,785,376

令和４年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和５年３月３１日）

資産の部

（水道事業・簡易水道事業）
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３．固定負債
（1）企業債

1,186,700

（2）リース債務 384
固定負債合計 1,187,084

４．流動負債
（1）企業債

153,440

（2）リース債務 302
（3）未払金 30,871
（4）未払費用 1,100
（5）引当金

イ．賞与等引当金 3,913 3,913
（6）その他流動負債 600

流動負債合計 190,226

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 830,646
収益化累計額 △ 403,414 427,232

ロ．工事負担金 153,973
収益化累計額 △ 112,196 41,777

ハ．補助金 2,879,439
収益化累計額 △ 375,053 2,504,386

ニ．その他資本剰余金 1,600,557
収益化累計額 △ 999,850 600,707

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 6,500
繰延収益合計 3,580,602
負債合計 4,957,912

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 592,946
利益剰余金合計 629,818
剰余金合計 751,432
資本合計 3,827,464

　負債資本合計 8,785,376

資本の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

  ・たな卸資産の評価基準および評価方法 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

  ・主な資産 

貯蔵量水器 

    貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物     ３０年～４５年  

構築物     ２５年～４０年 

機械および装置     ８年～２０年 

車両運搬具       ４年～  ６年 

工具・器具および備品  ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権   ３０年  

ダム使用権   ５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５５，３５８千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務 

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（自：令和４年４月１日  至：令和５年３月３１日） 

  （単位：千円） 

 水道事業 簡易水道事業 合計 

営業収益 ３９０，８４５ ４９，９８９ 

１２０，４７４ 

△７０，４８５ 

△４１，３４１ 

４４０，８３４ 

営業費用 ３７９，７４６ ５００，２２０ 

営業損益 １１，０９９ △５９，３８６ 

経常損益 ８０，２２５ ３８，８８４ 

セグメント資産 ７，３２９，７５０  １，４５５，６２６  ８，７８５，３７６ 

セグメント負債 ４，２０１，９０８ ７５６，００４  ４，９５７，９１２ 

その他項目 

  他会計繰入金 

 

９，０００ 

 

１２，８４１ 

７６，４０１ 

 

△６０，２５５ 

 

２１，８４１ 

  減価償却費 ２３７，３７９ ３１３，７８０ 

  有形固定資産およ 

  び無形固定資産の 

増加額 

 

△１２０，６１９ 

 

△１８０，８７４ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内   ３０２千円 

     １年超   ３８４千円  

      計    ６８６千円  

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 

令和４年度において、令和４年度６月期末手当及び勤勉手当として４，４２６千円を 

支給するため、令和４年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費７１１千 

円、賞与等引当金３，７１５千円を取り崩す。 

 

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

   令和４年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円収納があっ 

た為、破産更生債権額を減額した。 

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があった為、貸倒引当金を２ 

５０千円取り崩す。 
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職 員 数 

（人） 報 酬 給 料 
期末手当 

支給率(月分) 
その他の
手  　当 

計 

その他の
特 別 職 

0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他の
特 別 職 

15 464 0 0 0 464 0 464 

計 15 464 0 0 0 464 0 464 

その他の
特 別 職 

△ 15 △ 464 0 0 0 △ 464 0 △ 464 

計 △ 15 △ 464 0 0 0 △ 464 0 △ 464 

0 

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特　別　職 （単位　千円） 

区　　分 

給　　　　　　与　　　　　　　費 

共済費 合　計 備　考 

議　員 0 0 0 0 

長　等 0 0 0 0 0 

前年度 

長　等 0 0 0 

0 

本年度 

0 

0 0 0 0 

0 

0 0 0 0 0 

0 0 

比　較 

長　等 0 0 0 0 

議　員 

議　員 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 

0 0 0 0 

0 0 0 0 
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△ 1,216比  　較 △ 2 △ 926 △ 357 △ 305 0

14,001

前 年 度 246 5,321 3,737 2,337 0 15,217

本 年 度 244 4,395 3,380 2,032 0

手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

0 10

区　分
宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

合　計

比  　較 342 0 22 0 0

10 1,560

前 年 度 1,674 0 342 0 0 10 1,550

特殊勤務 超過勤務

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手  当

管理職

本 年 度 2,016 0 364

単身赴任

0 0

0 0 0 △ 2,310 △ 1,216

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分
扶　養 住　居 通　勤

△ 38

△ 508

△ 751

資本勘定支弁職員 0 0 0 △ 872 △ 465

合計

0 26,886 15,217 50,324

比　　較

損益勘定支弁職員 0 0 0 △ 1,438 △ 470

資本勘定支弁職員 0 3 0 12,439 6,700

合計 0 7

前 年 度

損益勘定支弁職員 0 4 0 4,343

3,878

14,447 8,517

8,221

3,873

3,8406,235

合計 0 7 0 24,576 7,71314,001

職 員 数（人）
法定福利費

本 年 度

損益勘定支弁職員 0 4 0 13,009 7,766

資本勘定支弁職員

△ 3,526

特別職 一般職 報酬 給料 手当

0 3 0 11,567

19,139

42,103

（単位　千円）

２　一　般　職

　（１）　総　　括 （単位　千円）

区　分

△ 2,189

△ 1,337

給与費

計

20,775

17,802

38,577

22,964

△ 2,659

△ 1,375

△ 4,034

合　計

24,648

21,642

46,290

27,307

23,017
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 △ 2,310

612

職員手当 △ 1,216 △ 687

△ 529

制度改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 2,922 異動等に伴う分

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）
7級

主　事
技　師

主　査 課長補佐

7 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級

7 0 0.0
6 0 0.0
5 0 0.0 5
4 3 42.9 4
3 3 42.9 3
2 1 14.2 2

7 100.0

令和3年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

7 0 0.0
6 0 0.0
5 0 0.0 5
4 2 28.6 4

2 3 42.8 2

令和4年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 2 28.6 3

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

高　校　卒 150,600 150,600

大　学　卒 182,200 182,200

358,287

　平 均 年 齢　  （歳）  42歳2月

区　　　分 一般行政職(円）
国の制度

一般行政職（円）

337,293

　平 均 年 齢　  （歳）  38歳8月

令和3年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   318,857

　平均給与月額 　（円）   

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和4年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   290,171

　平均給与月額 　（円）   
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）

支給率等
（令和4年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

前 年 度 2.225 2.225 4.45 有

国の制度 2.15 2.15 4.3 有

１２月

本 年 度 2.15 2.15 4.3 有

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

区　分
支 給 期 別 支 給 率（月分）

支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月

４号級 （人） 7 7

　号級 （人）

３号級 （人） 0 0　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 7 7

２号級 （人） 0 0

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

区分 合計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

- 27 - 水道事業会計



扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 水道料金徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

  　給料総額に対する比率　（％） 0.04 0.04

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職
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過年度分

左の財源
内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円

91,717
令和元年度

～
令和3年度

61,369  
令和4年度

～
令和5年度

29,443  29,443  

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

小浜市上下水道料金
徴収等業務委託

債務負担行為に関する調書
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下水道事業会計 
 

 

 

 

 

 

 



　



収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 1,210,247

1. 営業収益 556,637

1. 下水道使用料 482,533 下水道使用料収入

2. 他会計負担金 73,600
雨水処理に要する経費に対する
一般会計負担金

6. その他営業収益 504 下水路占用料等

2. 営業外収益 653,610

2. 他会計負担金 363,083
分流式下水道等に要する経費等
に対する一般会計負担金

3. 他会計補助金 312 一般会計補助金

4. 補助金 406 三味線堀樋門操作委託金

5. 長期前受金戻入 288,139
償却資産取得財源の減価償却見合分
の収益化

7. 雑収益 1,170 原子力立地給付金等

8. 貸倒引当金戻入益 500 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 1,180,625

1. 営業費用 989,718

1. 管渠費 37,754 管渠（汚水・雨水）維持管理費用

2. 処理場費 194,292 浄化センター維持管理費用

3. ポンプ場費 16,703 中継ポンプ場維持管理費用

5. 総係費 57,923 業務活動に要する費用

6. 減価償却費 679,046 固定資産の減価償却費

7. 資産減耗費 4,000 固定資産の除却費

2. 営業外費用 189,807

1. 支払利息および企業債取扱諸費 164,719 企業債借入金利息等

2. 雑支出 5,147 下水道使用料過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 19,941

3. 特別損失 100

4. 過年度損益修正損 100

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

収益的収入および支出

令和４年度　小浜市下水道事業会計予算実施計画

- 30 - 下水道事業会計



収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 886,560

1. 企業債 461,500

1. 企業債 461,500 建設改良債等

2. 出資金 203,292

1. 他会計出資金 203,292
企業債元金分等に対する
一般会計出資金

5. 補助金 210,750

2. 補助金 210,750 社会資本整備総合交付金

7. 受益者負担金および分担金 9,418

1.
受益者負担金および分
担金

9,418 受益者負担金および分担金

8. 貸付金収入 1,600

2. 短期貸付金収入 1,600 水洗便所改造資金貸付金元金収入

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 1,373,152

1. 建設改良費 438,086

1. 管渠建設改良費 75,000 管渠（汚水・雨水）建設改良費

2. 処理場建設改良費 345,000 浄化センター建設改良費

4. 事務費 16,827 建設改良に要する事務費

5. 営業設備費 957 備品購入費等

6. リース債務支払額 302 リース料支払

2. 企業債償還金 933,466

1. 企業債償還金 933,466 企業債借入金元金

4. 貸付金 1,600

2. 短期貸付金 1,600 水洗便所改造資金貸付金

資本的収入および支出
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 34,565

減価償却費 679,046

資産減耗費 4,000

長期前受金戻入額 △ 288,139

支払利息および企業債取扱諸費 159,007

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 212

未収金の増減額（△は増加） 350

未払金の増減額（△は減少） △ 5,000

　　小計 583,367

利息の支払額 △ 159,007

業務活動によるキャッシュ・フロー 424,360

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 399,476

国・県補助金による収入 191,591

受益者負担金による収入 8,662

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 199,223

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 506,500

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 933,466

一般会計出資金による収入 203,292

リース債務の返済による支出 △ 302

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 223,976

Ⅳ　資金増加(減少)額 1,161

Ⅴ　資金期首残高 191,111

Ⅵ　資金期末残高 192,272

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和４年度　小浜市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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税抜金額 （単位：千円）

１. 営業収益

（１）下水道使用料 445,560

（２）他会計負担金 72,413

（３）その他営業収益 522 518,495

２. 営業費用

（１）管渠費 29,847

（２）処理場費 174,107

（３）ポンプ場費 14,110

（４）総係費 47,639

（５）減価償却費 683,428

（６）資産減耗費 1,000 950,131

営業損失 431,636

３. 営業外収益

（１）他会計負担金 367,042

（２）他会計補助金 308

（３）補助金 366

（４）長期前受金戻入 262,357

（５）雑収益 1,083 631,156

４. 営業外費用

（１）支払利息および企業債取扱諸費 180,044

（２）雑支出 1,595 181,639 449,517

経常利益 17,881

当年度純利益 17,881

前年度未処理欠損金 435,192

当年度未処理欠損金 417,311

令和３年度　小浜市下水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 522,902

ロ．建物 758,996

減価償却累計額 △ 58,634 700,362

ハ．構築物 17,618,230

減価償却累計額 △ 1,107,978 16,510,252

ニ．機械および装置 916,481

減価償却累計額 △ 249,870 666,611

ホ．車両運搬具 1,213

減価償却累計額 △ 261 952

へ．工具・器具および備品 2,119

減価償却累計額 △ 592 1,527

ト．リース資産 1,511

減価償却累計額 △ 272 1,239

チ．建設仮勘定 116,236

有形固定資産合計 18,520,081

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 12,476

貸倒引当金 △ 9,556

投資その他の資産合計 2,920

　固定資産合計 18,523,226

２．流動資産

（1）現金預金 191,111

（2）未収金 56,184

貸倒引当金 0 56,184

（3）その他流動資産 50

　流動資産合計 247,345

資産合計 18,770,571

３．固定負債

（1）企業債

10,219,115

（2）リース債務 761

　固定負債合計 10,219,876

令和３年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和４年３月３１日）

資産の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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４．流動負債

（1）企業債

933,466

（2）リース債務 302

（3）未払金 73,941

（4）未払費用 6,150

（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,212 4,212

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,018,671

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 97,844

収益化累計額 △ 3,717 94,127

ロ．補助金 6,232,788

収益化累計額 △ 449,087 5,783,701

ハ．他会計補助金 351,154

収益化累計額 △ 1,522 349,632

ニ．受益者負担金および分担金 1,483,526

収益化累計額 △ 86,949 1,396,577

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 55,497

ロ．受益者負担金および分担金 6,505

　繰延収益合計 7,686,039

負債合計 18,924,586

６．資本金

（1）資本金

　資本金合計 0

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 417,311

利益剰余金合計 △ 417,311

　剰余金合計 △ 154,015

資本合計 △ 154,015

　負債資本合計 18,770,571

資本の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

機械および装置      ６年～３０年 

車両運搬具        ４年～６年 

工具・器具および備品   ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア  ５年  

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，７６７，７９０

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

公営企業会計へ移行しているのは、公共下水道事業のみのため、報告セグメントは一 

つである。 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

報告セグメントが一つのため、記載を省略している。 

 

４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内    ３０２千円 

     １年超    ７６１千円  

      計   １，０６３千円  

 
５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和３年度において、令和３年度６月期末手当および勤勉手当として４，２２０千円

を支給するため、令和３年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６７３千

円、賞与等引当金３，５４７千円を取り崩す。 
 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和３年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納があ

ったため、破産更生債権額を減額した。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があったため、貸倒引当金

を２５０千円取り崩す。 
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 522,902

ロ．建物 804,451

減価償却累計額 △ 86,720 717,731

ハ．構築物 17,710,041

減価償却累計額 △ 1,663,370 16,046,671

ニ．機械および装置 1,170,936

減価償却累計額 △ 344,551 826,385

ホ．車両運搬具 1,213

減価償却累計額 △ 522 691

へ．工具・器具および備品 2,989

減価償却累計額 △ 945 2,044

ト．リース資産 1,511

減価償却累計額 △ 545 966

チ．建設仮勘定 115,727

有形固定資産合計 18,233,117

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 12,226

貸倒引当金 △ 9,306

投資その他の資産合計 2,920

　固定資産合計 18,236,262

２．流動資産

（1）現金預金 192,272

（2）未収金 55,984

貸倒引当金 0 55,984

（3）その他流動資産 50

　流動資産合計 248,306

資産合計 18,484,568

３．固定負債

（1）企業債

9,787,097

（2）リース債務 458

　固定負債合計 9,787,555

令和４年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和５年３月３１日）

資産の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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４．流動負債

（1）企業債

938,518

（2）リース債務 303

（3）未払金 65,968

（4）未払費用 5,712

（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,017 4,017

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,015,118

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 97,844

収益化累計額 △ 5,679 92,165

ロ．補助金 6,423,451

収益化累計額 △ 665,732 5,757,719

ハ．他会計補助金 351,154

収益化累計額 △ 27,283 323,871

ニ．受益者負担金および分担金 1,485,534

収益化累計額 △ 130,720 1,354,814

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 56,425

ロ．受益者負担金および分担金 13,059

　繰延収益合計 7,598,053

負債合計 18,400,726

６．資本金

（1）資本金

イ．出資金 203,292

　資本金合計 203,292

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 382,746

利益剰余金合計 △ 382,746

　剰余金合計 △ 119,450

資本合計 83,842

　負債資本合計 18,484,568

資本の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

機械および装置      ６年～３０年 

車両運搬具        ４年～６年 

工具・器具および備品   ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア  ５年  

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，５４１，０８９

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

公営企業会計へ移行しているのは、公共下水道事業のみのため、報告セグメントは一 

つである。 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

報告セグメントが一つのため、記載を省略している。 

 

４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内    ３０３千円 

     １年超    ４５８千円  

      計     ７６１千円  

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和４年度において、令和４年度６月期末手当および勤勉手当として４，２１２千円

を支給するため、令和４年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６７６千

円、賞与等引当金３，５３６千円を取り崩す。 
 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和４年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納があ

ったため、破産更生債権額を減額した。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があったため、貸倒引当金

を２５０千円取り崩す。 
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職 員 数

（人） 報 酬 給 料
期末手当

支給率(月分)
その他の
手  　当

計

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

15 464 0 0 0 464 0 464

計 15 464 0 0 0 464 0 464

その他の
特 別 職

△ 15 △ 464 0 0 0 △ 464 0 △ 464

計 △ 15 △ 464 0 0 0 △ 464 0 △ 464

0 0

0 0 0 0

0 0 0

00 0 0 0

0 0
比　較

長　等 0 0 0 0

議　員

議　員 0

0

0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0

前年度

長　等 0 0 0

0

本年度

0

議　員 0 0 0 0

長　等 00 0 0

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特　別　職 （単位　千円）

区　　分

給　　　　　　与　　　　　　　費

共済費 合　計 備　考
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

18 △ 72

△ 1
0 0

(0) (0)

0

0

0

資本勘定支弁職員

0

損益勘定支弁職員
(0)

本 年 度

前 年 度

比　　較

合計
(0) (0)

△ 1,308

18 △ 274 △ 1,304

14,471

202 △ 40

△ 1,308

0

48,535
0 6

(0)

0

14,471

合　計

13,163

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

法定福利費

超過勤務

手  当

1,170

特殊勤務

5,810 34,893

197

0 10

2,25911,383 13,642
0

1,160

40,466

2

手　当 手　当

8,069

△ 1,560 △ 464 △ 2,024

198

10

0

504

△ 1,362 △ 465 △ 1,827

合　計

32,869

13,839

46,708

5,346

手　当 手　当

　　給　　 与　　 費

計

2,258

7,268

10

（単位　千円）

1,894 16,577

0 7,470 4,111 11,581

27,523

別損失）

9,052

（単位　千円）

単身赴任

合計 1,894 24,047 13,163 39,104 7,604

1,876 16,851 10,356 29,083

資本勘定支弁職員 0 4,115

(0) (1)

0

合計
(0) (1)

1,876 24,119

２　一　般　職

　（１）　総　　括

区　分
職 員 数（人）

特別職 一般職 報　酬 給   料 手　当

(0) (1)

(0) (0)

0 4

0 2

(0) (1)

0 6

4

(0) (0)

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分

前 年 度

比  　較

区　分

損益勘定支弁職員

前 年 度

扶　養 住　居 通　勤 管理職

本 年 度 1,314 0 296

手　当 手　当

1,896 0 296 576 0

手  当 手  当 手　当 金繰入額

△ 582

00 4,830 3,170 2,533

0 0 △ 72

4,320 3,193

宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

2,356本 年 度 0

比  　較 0 △ 510 23 △ 177 0
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

一般職

損益勘定支弁職員

本 年 度

合計

0 0 0

1,894

1,894

　イ　会計年度任用職員

区　分
職 員 数（人）

特別職

379 2,273 354 2,627

(1)(0)

　ア　会計年度任用職員以外の職員

000

0 0

00

0

0 379 2,273

0

354 2,627

2,6353582,277401

△ 4 △ 4 △ 8

01,876

0000

358

資本勘定支弁職員

18

18

00

0

(0) (0)
0 0

損益勘定支弁職員

0 0

2,6352,277401

0

0 △ 4

(0)

　　給　　 与　　 費
法定福利費 合　計

252

比  　較 △ 14 △ 8 0

前 年 度 266 135 0

手　当 金繰入額 別損失）

手当（特

合計

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分
期　末 賞与引当

比　　較

(0) (0)

(0)

本 年 度

△ 22

127 0

0 0 0

1,876

△ 22

0

　　給　　 与　　 費

36,831

0

(0)

(0) (0)

0

損益勘定支弁職員

0 0

(0)

0

0

給   料 手　当

0

手　当

8,673

△ 274 △ 1,282

4,115

9,955

0

前 年 度

(0) (1)
0 0

資本勘定支弁職員

合計 (1)

0

本 年 度

0 296 504

資本勘定支弁職員

報　酬

(0)

(0) (1)

職　員　手　当

の　　内　　訳

1,170

手　当 手　当

0

1,160

100

10

計

25,250 4,992 30,242

11,581 2,258 13,839

（単位　千円）

0 △ 496比  　較 23 △ 169 0

前 年 度 0 4,564 3,170 2,398 0

4,068 3,193

14,070

△ 1,286

2,229

101,896前 年 度

12,784

手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

0

本 年 度

区　分

576

単身赴任
手　当

0

296

区　分

△ 582

宿日直

0 0

資本勘定支弁職員 0

比  　較 0

0 0

△ 1,358 △ 461

0

7,268

手　当

前 年 度

損益勘定支弁職員 0 4 0

合計

6

△ 1

△ 460

202

16,851

24,119

0

26,806

11,383

38,189

198

0 7,711

0

0

14,070

6 0 24,047

比　　較

損益勘定支弁職員 0 0

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 0 2

合計

合計

区　分
職 員 数（人）

特別職 一般職 報　酬

本 年 度

損益勘定支弁職員 0 4

0

45,900

197△ 4

△ 1,556

0 2 7,470 4,111

12,784

0

0

△ 4 △ 8

0 △ 72

（単位　千円）

手当（特

合　計
計

法定福利費

0

手　当

1,314

扶　養 住　居

（単位　千円）

合　計

379

401

△ 22

期　末 勤　勉 賞与引当
合　計

0

手　当

（単位　千円）

△ 1,2860 △ 72

超過勤務

手  当
通　勤 管理職 特殊勤務

給   料

44,081

5,452 32,258

△ 1,819

13,6422,259

7,250

16,577

△ 2,016
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 △ 72

302

職員手当 △ 1,308 △ 705

△ 603

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 374 異動等に伴う分

制度改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和4年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   331,833

　平均給与月額 　（円）   373,300

　平 均 年 齢　  （歳）     46歳1月

令和3年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   334,350

　平均給与月額 　（円）   373,528

　平 均 年 齢　  （歳）     44歳2月

区　　　分 一般行政職(円）
国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 150,600 150,600

大　学　卒 182,200 182,200

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和4年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 0 0.0 3
2 2 33.3 2

4 3 50.0 4
5 0 0.0 5
6 1 16.7
7 0 0.0

6 100.0

令和3年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1
2 2 33.3 2
3 0 0.0 3
4 3 50.0 4
5 0 0.0 5
6 0 0.0
7 1 16.7

6 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

主　事
技　師

課長補佐 課　長 部次長
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

区分 合計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 6 6

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 3 3

　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 3 3

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 50.0 50.0

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 6 6

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 5 5

　号級数別内訳

１号級 （人） 1 1

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 4 4

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 83.3 83.3

区　分
支 給 期 別 支 給 率（月分）

支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月 １２月

本 年 度 2.15 2.15 4.3 有

前 年 度 2.225 2.225 4.45 有

国の制度 2.15 2.15 4.3 有

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

支給率等
(令和4年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）
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　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

  　給料総額に対する比率　（％） 0.04 0.04

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

代表的な特殊勤務手当の名称 下水道使用料徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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当該年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫補助金 企業債
受益者
負担金

千円 千円 千円 千円 千円 千円

298,000 令和5年度 298,000 163,900 134,100 0

過年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
国庫補助

金
企業債

損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円

57,481
令和元年度

～
令和3年度

38,878 
令和4年度

～
令和5年度

18,480 18,480

千円 千円 千円 千円 千円 千円

321,000 令和4年度 245,000 134,100 110,900 0

左の財源内訳

左の財源内訳

当該年度以降の支払
義務発生予定額

小浜浄化セン
ター重力濃縮
槽（機械・電
気）改修

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

債務負担行為に関する調書

小浜浄化セン
ター制御電
源・監視制御
設備更新

小浜市上下水
道料金徴収等
業務委託

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額
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